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地域における認知症の人の 
見守り体制の構築について 
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第４回認知症高齢者にやさしい地域 
づくりに係る関係省庁連絡会議 

資料２－４ 

平成28年5月31日 (厚生労働省提出) 



①認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 
②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供 
③若年性認知症施策の強化 
④認知症の人の介護者への支援 
⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

⑥認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等の研究
開発及びその成果の普及の推進 

⑦認知症の人やその家族の視点の重視 

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン） 
～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～の概要 

・ 高齢者の約４人に１人が認知症の人又はその予備群。高齢化の進展に伴い、認知症の人はさらに増加 
  ２０１２（平成２４）年 ４６２万人（約７人に１人） ⇒ ２０２５（平成３７）年 約７００万人（約５人に１人） 

・ 認知症の人を単に支えられる側と考えるのではなく、認知症の人が認知症とともによりよく生きていくことがで
きるような環境整備が必要。 
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柱 

新オレンジプランの基本的考え方 
 認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮
らし続けることができる社会の実現を目指す。 

・ 厚生労働省が関係府省庁（内閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科
学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）と共同して策定 

・ 新プランの対象期間は団塊の世代が７５歳以上となる２０２５（平成３７）年だが、数値目標は介護保険
に合わせて２０１７（平成２９）年度末等 
・ 策定に当たり認知症の人やその家族など様々な関係者から幅広く意見を聴取 
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認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～ 

● 地域や職域で認知症サポーターの養成を進めるとともに、活動の任意性は維持しつつ、養成された認知症
サポーターが認知症高齢者等にやさしい地域づくりを加速するために様々な場面で活躍してもらえるようにす
る。【厚生労働省】 

   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  【実績と目標値】  
  サポーター人数：２０１６（平成２８）年３月末実績 ７５０万人⇒ ２０１７（平成２９）年度末 ８００万人 

              ※ さらに、平成２７年度にサポーター養成講座を修了した者が復習も兼ねて学習する手法の見本を 

                検討するとともに、平成２８年度以降、地域や職域の実情に応じた取組を推進 

１ 認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

○キャラバンメイト養成研修 

  実施主体：都道府県、市町村、全国的な職域団体等 
  目   的：地域、職域における「認知症サポーター養成講座」の講師役 
       である「キャラバンメイト」を養成 
  内  容：認知症の基礎知識等のほか、サポーター養成講座の展開方法、 
       対象別の企画手法、カリキュラム等をグループワークで学ぶ。 
   
○認知症サポーター養成講座 

  実施主体：都道府県、市町村、職域団体等 
  対 象 者： 
   〈住民〉自治会、老人ｸﾗﾌﾞ､民生委員、家族会、防災・防犯組織等 
   〈職域〉企業、銀行等金融機関、消防、警察、スーパーマーケット 
       コンビニエンスストア、宅配業、公共交通機関等 
   〈学校〉小中高等学校、教職員、ＰＴＡ等   

（認知症サポーター） 

 ○ 認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人や家族に対してできる範囲での手助
けをする人 

（２）認知症サポーターの養成と活動の支援 
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   都道府県別 認知症サポーター数（キャラバン・メイトを含む） 

養成状況 

上位５県 下位５都県 

１ 熊本県 14.097% １ 東京都 3.632% 

２ 鳥取県 12.231% ２ 沖縄県 3.788% 

３ 福井県 11.337% ３ 埼玉県 3.819% 

４ 滋賀県 10.953% ４ 神奈川県 4.056% 

５ 岩手県 8.961% ５ 千葉県 4.278% 

※平成28年３月時点 

全国：約750万人養成 
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Ⅴ 認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

③ 就労・社会参加支援 
・就労、地域活動、ボランティア活動等の社
会参加の促進 

・若年性認知症の人が通常の事業所での
雇用が困難な場合の就労継続支援（障害
福祉サービス） 

① 生活の支援（ソフト面） 
・家事支援、配食、買物弱者への宅配の提
供等の支援 
・高齢者サロン等の設置の推進 

・高齢者が利用しやすい商品の開発の支
援 

・新しい介護食品（スマイルケア食）を高齢
者が手軽に活用できる環境整備 

② 生活しやすい環境 
（ハード面）の整備 

・多様な高齢者向け住まいの確保 

・高齢者の生活支援を行う施設の住宅団
地等への併設の促進 
・バリアフリー化の推進 

・高齢者が自ら運転しなくても移動手段を
確保できるよう公共交通を充実 

④ 安全確保 

・独居高齢者の安全確認や行方不明者の
早期発見・保護を含めた地域での見守り
体制の整備 

・高齢歩行者や運転能力の評価に応じた
高齢運転者の交通安全の確保 
・詐欺などの消費者被害の防止 

・成年後見制度（特に市民後見人）や法テ
ラスの活用促進 
・高齢者の虐待防止 
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行方不明・身元不明認知症高齢者等に関する実態及び厚生労働省の取組について 

○警察庁の統計データ（H26年中）  
 

（１） 行方不明者数（認知症やその疑いのある行方不明者として届けられた人数）：10,783人(対前年 4.5％)  
              ※行方不明者の約97％については、１週間以内に所在が確認されており、自宅等に戻っている 
       （参考）・H25年中：10,322人（対前年 7.4％増） ・H24年中 ：9,607人      
 

（２） 所在確認状況 ：10,848人(うち、死亡確認 429人)  
       （参考）・H25年中 ：10,180人  (うち、死亡確認388人）・H24年中：9,478人（うち、死亡確認359人） 
（３）  H26年中受理した者で未解決のものの数 ：168人  
      （参考）・H25年中：234人 ・H24年中 ：231人    
 

○厚生労働省による実態の把握（H26年） 
   ・ 介護施設等における身元不明者の受入数（身元不明者数：346人、うち認知症高齢者35人）や徘徊・見守り 
   SOSネットワーク事業（616カ所：35.4%）の市町村施策の実施状況(※)などを調査（６月）し、結果を公表（H26.9） 
    ※その他事業(GPS等の徘徊探知システム等の事業、見守り体制の構築等)と合わせると1,068ヶ所（61.3%）の市町村で、 
     行方不明等に関する事業を実施している 

 
○厚生労働省の取組について 

（１）地域における見守り体制づくりの構築等の依頼（老健局長通知） 

   ①H26.9 ・見守りが必要な高齢者の実態把握、見守りネットワークづくりのための協定の締結や認知症サポーターの養成等地域における見守り  
          体制づくりの構築 

         ・個人情報保護に関する条例にかかる自治体の解釈の例を紹介 

  ②H27.6 ・身元不明認知症高齢者等の人数や照会先となる窓口連絡先をホームページに掲載し、定期的な更新も含めた情報の公表の徹底 

         ・自治体において、警察と連携の上、身元の確認に必要な手続を整理したマニュアルの紹介等警察との情報の共有の徹底 
 

（２）身元不明の認知症高齢者等に関する特設サイトの設置 

   ・ 厚生労働省ホームページに、自治体で公開されている情報を一覧にして確認できる特設サイトを設け、身元不明の認知症高齢者等に関する 
   情報公開や本特設サイトの積極的な活用の検討を各自治体に促した（H26.9） ※H27.3に47都道府県全てにリンク 
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●独居高齢者の安全確認や行方不明者の早期発見・保護を含め、地域での見守り体制を整備。 

  また、行方不明となってしまった認知症高齢者等については、厚生労働省ホームページ上の特設サイトの
活用等を促進。 【厚生労働省】 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【事業名】 徘徊ＳＯＳネットワークの構築ほか  

５ 認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくり 

（４）安全確保 
  ＜地域での見守り体制の整備＞ 

＜身元不明の認知症高齢者等に関する特設サイト＞ ＜高齢者の見守り・SOSネットワーク（イメージ）＞ 

高齢者の見守り・SOSネットワークは、高齢者が
行方不明になった時に、地域の生活関連団体等
が捜索に協力して、すみやかに行方不明者を発
見保護するしくみです。 

 

捜索に協力する地域の団体とは、タクシー会社
や郵便局、ガソリンスタンド、コンビニ、銀行、宅
配業者、コミュニティFM放送局、町内会、老人ク
ラブ、介護サービス事業者など、日頃地域で活
動している企業や住民団体などです。 

 

実際の捜索では、家族から捜索依頼があると、
本人の特徴を手短にまとめた情報を、FAXや
メールを使って送付し、協力団体に捜索協力を
要請します。連絡を受けた協力者は、地域の中
で仕事や活動をしながら、行方不明者を気にか
けたり、まわりを探したりします。 

 

行方不明者を見つけた場合、協力者はやさしく
声をかけて確認し、自治体や警察等に連絡をし
ます。そして、行方不明者を家族のもとに戻しま
す。 
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徘徊ＳＯＳネットワークと 
徘徊模擬訓練 

・  行方不明者を早期発見するためのメー 
ル登録制度（警察と連携）、市民や事業
所が参加 

 

・  徘徊模擬訓練は校区単位で、地域のサ 
ポーターや事業所とともに計画、実施 

＜情報発信の流れ＞

メールが届いたからといって、必ず捜しに行く必要はありません。可能な限

り、あなたの周囲を気にかけていただくことが目的です。もし発見された場合

は、メールの内容に沿って対応・ご連絡をお願いします。

※お手持ちの携帯電話の設定によって、メールが届かない場合があります。

お申し込みいただいた方は、下記の連絡先を携帯電話にご登録ください。

別紙の申し込み用紙にお名前・メールアドレスなどを
ご記入ください。

山鹿市では、認知症になっても安心して暮らせるまちをめざしています。認知症の方の徘徊

や行方不明の防止には、みなさんの日頃の声かけや見守りが最も有効です。しかし、もしも認

知症の方が行方不明になった時は、その情報が正しく迅速に伝わり、一刻も早く捜索すること

が事故防止につながります。

お申し込み方法

※ご記入いただきました個人情報は、「徘徊」ＳＯＳネットワークの
目的以外には一切使用しません。
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山鹿市地域包括支援センター
０９６８－４３－１０７７

yamagahoukatu@ec7.technowave.ne.jp

＜ご登録いただける皆様へ＞

徘徊する高齢者を早期発見するための取組（山鹿市の事例） 

・ 地域の中で必要性が理解され、地区行事として「模擬訓練」も位置  
づけ、主体的に実施されるようになった。 

・ 行方不明になることを未然に防ぐこともできるようになった（近隣
の方の声かけ） 

・ 行方不明になった時に、発見までの時間が短縮できている。（地域
の「探す力」が上がった） 

模擬訓練を続けることによって・・ 
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